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地域の空き家相談員をはじめとする空き家相談・支援体制の 

整備支援業務委託仕様書 

 

１ 本業務の概要 

空き家に関する相談は多岐にわたり、行政の相談窓口だけでは、空き家所有者等を十分にサ

ポートできないため、官民連携のもと、地域の空き家相談員制度をはじめ、関係団体との連携

の強化等、空き家相談・支援体制の整備を進めているところである。 

地域の空き家相談員をはじめとする空き家相談・支援体制の整備支援業務（以下「本業務」

という。）では、以下の業務を行う。 

⑴  地域の空き家相談員※１（以下「相談員」という。）に関する業務 

ア 新規登録事務（新規登録予定数：約５０名） 

イ 登録更新事務（登録者数：２４８名（令和６年４月１日時点）） 

⑵ 京都市空き家活用・流通支援専門家派遣制度及び空き家相談員による不動産無料相談会を

利用した空き家の状況調査に関する業務 

⑶ 地域連携型空き家対策促進事業に係る取組地域の情報交換会に関する業務 

 

※１ 空き家所有者や地域の方々が、空き家に関して気軽に相談できる体制を整備するため、市の

研修を受けた地域に身近な宅地建物取引士を「地域の空き家相談員」として登録している。 

相談員の役割は以下のとおり 

 ・京都市内の空き家に関する相談への対応 

 ・区役所・支所等で開催する空き家相談会への参画 

 ・「京都市空き家活用・流通支援専門家派遣制度」における不動産の専門家としての助言等 

 

２ 業務委託の内容 

⑴ 地域の空き家相談員に関する業務 

  ア 新規登録事務 

 （ｱ）登録研修の企画・運営等 

相談員の登録に際しては、京都市地域の空き家相談員登録等実施要領（以下「要領」

という。）第６条に規定する登録研修を実施する（基本研修 1回、実地研修適宜）。 

登録研修の内容については、以下を踏まえた提案とする。運営方法、開催日数及び開

催日については、本市と相談のうえ決定するものとする。委託内容については別表のと

おり。 

a 基本研修：相談員に必要な知識等（相談員としての心構え・相談員の役割・相談業

務の流れ等）の習得を行う講義形式の研修とする（半日程度）。  

ｂ 実地研修：相談員として必要な技能及び専門家派遣制度の派遣専門家としての対

応力を習得する研修とする（２～３時間程度）。 

また、講師謝礼以外の登録研修等にかかる経費については、全て受託者の負担とする。 

 

（ｲ）登録事務 

登録研修を修了した者については、要領第９条及び第１０条に規定する名簿の作成及
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び登録を行うとともに、要領第１１条に規定する京都市地域の空き家相談員証（以下「相

談員証」という。）を発行する。委託内容については別表のとおり。 

なお、相談員証の送付以外の登録事務にかかる経費は全て受託者負担とする。 

 

イ 登録更新事務 

（ｱ）登録更新研修の企画・運営等 

相談員の登録の更新に際し、要領第１２条の規定に基づく登録更新研修（２～３時間

程度）を実施する。 

登録更新研修は、相談員のスキルアップ（知識や技能の習得）につながるよう、外部

から講師を招き講演会を企画する等、研修内容についての提案を求める。 

運営方法、開催日数及び開催日については、本市と相談のうえ決定するものとする。

委託内容については別表のとおり。 

また、提案に当たっては、当日研修への参加が困難な登録更新希望者への代替研修に

ついても提案するほか、効果的かつ効率的に研修を開催するという視点から、２(1)ア(ｱ)

に記載の登録研修としてもふさわしい内容及び市の制度紹介など、同研修と重複する内

容については、合同実施とするなどの提案も可とする。 

なお、講師謝礼以外の研修等にかかる経費については、全て受託者の負担とする。 

 （ｲ）登録事務 

更新者の登録情報を確認し、要領第９条に規定する名簿を更新するとともに、要領第

１１条に規定する相談員証を発行する。委託内容については別表のとおり。 

なお、相談員証の送付以外の作成にかかる経費は全て受託者負担とする。 

   

⑵ 空き家の状況調査に関する業務 

京都市空き家活用・流通支援専門家派遣事業（以下「専門家派遣」という。）を実施した空

き家及び空き家相談員による不動産無料相談会（以下「相談会」という。）を利用し、その後

の活用状況調査に同意のあった空き家の活用状況を把握するために調査を実施する。 

調査はアンケートによる調査と現地調査を組み合わせる等、効率的な方法の提案を求める

こととする。 

調査対象となる空き家は以下ア～ウのとおり（合計約５２０件）。 

ア 平成２６年度から令和２年度までに専門家派遣を実施したすべての空き家のうち、前

回調査時（令和３年度実施）に回答がなかった空き家及び「変化なし」と回答のあった空

き家 

イ 令和３年度から令和５年度までに専門家派遣を実施したすべての空き家 

ウ 令和３年度から令和５年度までに相談会を利用し、活用状況調査に同意のあった空き家 

また、空き家状況が継続しているものについては、原因を検証し、所有者へ活用に向けた

働き掛けを行う。 

調査の結果については、傾向を分析するととともに、空き家活用の参考になるような事例

の抽出と改善に向けた検討ができるようとりまとめを行う。委託内容については別表のとお

り。 

なお、郵送料をはじめとする調査に必要な経費は全て受託者の負担とする。 
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⑶ 地域連携型空き家対策促進事業に係る取組地域の情報交換会に関する業務 

地域連携型空き家対策促進事業に取り組んでいる団体等が相互に交流できる情報交換会を

企画し、運営する。 

なお、情報交換会にかかる経費は全て受託者の負担とする。 

以下の骨子をもとに、プログラム構成等について提案すること。  

 開催回数：１回 

 開催時間：２時間程度 

 プログラム案：取組地域と空き家相談員をはじめとする外部専門家等との意見交換 

 ※ 上記のほか、適切なプログラムがあれば提案を求める。 

 

３ 業務委託期間 

  契約締結日の翌日から令和７年３月３１日までとする。 

   

４ 前払金 

  前払金は支払わない。 

 

５ 統括責任者、主任技術者、担当者 

受託者は、本業務に関する統括及び管理を行う統括責任者、本業務に関する技術上の管理を

行う主任技術者、統括責任者の下で担当業務を行う担当者を定め、統括責任者・主任技術者・

担当者通知書を本市に提出すること。（７⑵参照。） 

 

６ 成果品の提出等 

本業務における成果品は、以下のとおりとする。紙資料を１部提出し、併せて電子データを

収録した CD-ROMも提出すること。成果品は、令和７年３月１４日までに本市に提出し、検査を

受けること。 

なお、成果品の著作権は本市に帰属するものとし、業務完了後は本市の承諾を得ずに、本業

務によって得られた成果品をはじめとする各種資料は保持しないこととする。 

⑴ 登録更新研修及び新規登録研修の資料 

⑵ 専門家派遣制度を利用した空き家の状況調査に関する資料 

⑶ 地域住民及び空き家相談員との情報交換会に関する資料 

⑷ その他本市監督員が指示するもの 

⑸ 本業務で取得、利用又は作成した資料 

    

７ 本業務の進め方 

⑴ 本業務は、本仕様書によるほか、関係法令等に準拠して実施するものとする。 

⑵ 受託者は、本業務の実施に当たり、契約締結の日から７日以内に、業務実施計画書、業務

工程表及び統括責任者等通知書の届を提出し、本市監督員の承諾を受けるものとする。 

⑶ 本業務の実施にあたっては、逐次、本市と協議を行い、本市監督員の指示により業務を進

め、業務の結果については速やかに報告を行うこと。 
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  なお、月１回程度、作業の進捗状況等の報告を行うこと。 

⑷  受託者は、本市監督員との協議内容について、協議録等を作成し、これを提出しなけ

ればならない。 

 

８ 個人情報の保護 

   受託者は、委託業務を遂行するに当たり、これに携わる者すべてに個人情報の保護を徹底

する。 

⑴ 保護すべき対象（秘密） 

  個人の氏名、生年月日、性別、個人番号、住所、電話番号などといった個人の情報や、個

人や法人、行政庁の生活、活動に関することのうち、一般に知られておらず、他人に知られ

ないことについて客観的に相当の利益を有すると認められるものを対象とする。 

⑵保護すべき情報の取扱い 

   受託者は、個人情報保護の必要性と、保護できなかった場合のリスク等を十分に認識し、

個人情報保護を徹底すること。 

本仕様書における個人情報に対する保護とは、保護して安全である状態に保つことをいい、

よって、意図的、過失を問わず、受託者による個人情報の漏えいのほか、滅失、棄損、改ざ

ん、盗難等があってはならない。 

また、受託者は、個人情報を委託業務以外の目的で使用すること、不適切な事務処理等に

より特定の個人に対して有利に委託業務を遂行すること及び書類やデータについて本市の承

諾なしに複写又は複製してはならないほか、第三者への秘密情報の漏えいにつながる事務処

理や管理をすることがあってはならない。 

なお、受託者は、本市の個人情報保護条例及び情報セキュリティポリシーを遵守すること

とする。 

⑶ 守秘義務 

  受託者は、委託業務の遂行上知ることができた秘密を漏らすことがあってはならないほか、

委託業務が完了した後又はこの契約が解除された後においても秘密を漏らしてはならない。  

⑸ 事故等が発生した場合の取扱い 

   受託者は、委託業務遂行上、何らかの事故や不適切な事務処理等により、個人情報保護が

できなかった又は保護できていない可能性が生じた場合、直ちに本市に報告し、本市の指示

に従い、必要に応じて対応するものとする。 

   なお、この場合に生じた費用は、全て受託者が負担することとする。   

また、受託者は、事実を明らかにした報告書を遅滞なく本市に提出することとする。 

⑹  その他 

   別紙「個人情報取扱事務の委託契約に係る共通仕様書」を参照すること。また、委託業務

の開始前に、同仕様書第１条に記載の「個人情報の取扱いに係る安全管理措置状況申出書」

を提出すること。 

 

９ 留意事項 

⑴ 本業務の内容について機密を守り、本市の許可なく第三者に公表、転用及び貸与してはな 

らない。（業務完了後も含む。） 
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⑵ 業務上受託者の不注意や不備により生じた全ての費用は、受託者の負担とする。 

⑶ 受託者は、本業務の実施に当たり、関係法規を遵守し、常に適切なる管理を行われなけれ

ばならない。 

⑷ 受託者は、本業務実施中に生じた諸事故に関して一切の責任を負い、本市に発生原因・経

過・被害状況等を速やかに報告し、本市監督員の指示に従うものとする。本業務の実施に関

し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）のために生じた経費は、受託者が負担しな

ければならない。 

⑸ 本仕様書に疑義がある場合は本市監督員の指示に従うものとし、本仕様書に明示がない事 

項については、その都度、本市監督員と受託者が協議のうえ決定する。 

⑹ 受託者は、業務完了後、成果品に不備があった場合、本市の指示により受託者の負担にお 

 いて直ちに再調査等を行い、その誤りを訂正するものとする。 

 

10 貸与資料等 

⑴ 貸与する資料は、原則、手渡しとする。 

⑵ 受託者は、貸与された資料を破損・紛失しないよう十分注意して取り扱わなければならな

い。 

⑶ 受託者は、貸与された資料を本市の許可無く複製してはならず、また、本業務以外に使用

してはならない。 

⑷ 受託者は、貸与された資料を本業務完了後、速やかに本市に返却しなければならない。ま

た、写しをとっている場合は、写しも同様とする。 

 

11 業務完了後の提出書類 

⑴  完了通知書 

⑵  納品書 

⑶  請求書 

⑷  その他本市監督員が必要と認める書類 
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（別表）業務分担のまとめ   

委託内容 
実施時期 

実施方法 委託するもの 本市が行うもの 
(予定) 

新
規
登
録
事
務 

基本研修 １０月 会場 

・受講者の名簿作成及び受講者への連絡 ・講師への謝礼 

・研修内容の企画 ・資料作成 

・資料作成及び印刷  

・研修の進行  

・京都市地域の空き家相談員マニュアルの改訂  

・会場の手配及び設営  

実地研修 １０月 会場等 

・研修内容の企画 ・講師への謝礼 

・資料作成及び印刷  

・研修の進行  

・会場等視察先の選定、手配及び設営  

登録事務 
３月に 

相談員証発行 
 

・相談員名簿の作成 ・相談員証の送付 

・相談員証の作成及び印刷 

・相談員個別シートの作成 

登
録
更
新
事
務 

研修の 

企画、運営

等 

１１月 会場 

・受講者への連絡及び問合せ対応 ・講師への謝礼 

  ・研修内容の企画（当日出席できない更新希望

者への代替措置を含む） 

・資料作成及び印刷 

・研修の進行 

・講義の撮影及びシステム運用 

・会場の手配及び設営 

登録事務 
３月に 

相談員証発行 
  

・相談員名簿の作成 ・相談員証の送付 

・相談員証の作成及び印刷 

・相談員個別シートの更新 

空き家の状況調

査に関する業務 
９月  

・調査方法の提案 ・調査対象リスト

の貸与 ・アンケートの作成，送付及び取りまとめ 

・所有者へ活用に向けた働き掛け 

・調査結果の取りまとめ（傾向の分析及び改善

に向けた検討等） 

地域連携型空き

家対策促進事業

に係る取組地域

の情報交換会に

関する業務 

９月 会場 

・取組地域へのアンケート等の実施 ・取組地域への連

絡 ・内容の企画 

・資料作成及び印刷 

・会場の手配及び設営 

・当日の進行及び摘録の作成 
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個人情報取扱事務の委託契約に係る共通仕様書 

 

（個人情報の取扱いに関する安全管理措置状況申出書の提出） 

第１条 受注者（複数の事業者で構成する連合体が委託業務を履行する場合にあっては、当該連

合体の全ての構成員をいう。以下「受注者」という。）は、委託業務を開始する前に、京都市（以

下「発注者」という。）が定める「個人情報の取扱いに係る安全管理措置状況申出書」を提出し、

発注者による個人情報の取扱いに関する安全管理措置状況の確認を受けなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第２条 受注者は、委託業務の処理をするうえで知り得た個人情報及び秘密をみだりに他人に知

らせ、又は不当な目的に使用してはならない。また、委託業務が完了した後又はこの契約が解

除された後においても、同様とする。 

 

（個人情報総括管理者） 

第３条 受注者は、個人情報の漏えい、滅失、毀損等（以下「漏えい等」という。）の防止その他

の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じるとともに、個人情報を適正に管理させる

ために、個人情報総括管理者及び個人情報管理責任者を置かなければならない。 

 

（従業者の監督） 

第４条 受注者は、従業者に個人情報を取り扱わせるに当たっては、従業者に対し、委託業務の

処理をするうえで知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないよ

う必要かつ適切な監督を行わなければならない。この契約が終了し、又は解除された後におい

ても同様とする。 

 

（個人情報の適正な管理） 

第５条 受注者は、委託業務に係る個人情報の漏えい等の防止その他個人情報の適正な管理のた

め、次の各号に掲げる措置のほか必要な措置を講じなければならない。 

⑴  個人情報を取り扱う委託業務を行う区域を設定し、その区域内に限って個人情報を取り

扱うこと。 

⑵ 個人情報を取り扱う機器、個人情報が記録された電子媒体、個人情報が記載された書類等

に関し、金庫、施錠が可能な保管庫、セキュリティワイヤー等での施錠又は入退室管理の可

能な保管室等による保管すること。 

⑶ 個人情報が記録された電子媒体、個人情報が記載された書類等を外部に運搬するとき、電

子データに対し暗号化処理を施した上で記録する等、適切な安全管理措置を講じること。 

⑷ 個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、その他この契約による事務の適

切な実施に必要な教育及び研修を、委託業務の従事者全員に対して実施すること。 

⑸ 個人情報を取り扱う作業を行う電子計算機に、セキュリティ対策のソフトウェアを導入し、

そのソフトウェアを常に最新の状態に保つこと。 

 

別紙 
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（再委託の制限） 

第６条 受注者は、委託業務の履行を第三者に再委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、

あらかじめ書面により発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 受注者は、発注者の承諾を得て委託業務を再委託し、又は請け負わせたときは、その者の商

号又は名称その他必要な事項を発注者に通知しなければならない。 

３ 第１項の場合、受注者は、再委託の相手方にこの契約に基づく一切の義務を遵守させるとと

もに、受注者と再委託の相手方との契約内容にかかわらず、発注者に対して再委託の相手方に

よる個人情報の取扱いに関する責任を負うものとする。 

 

（個人情報の目的外利用の禁止） 

第７条 受注者は、委託業務の処理において取り扱う個人情報を委託業務における利用の目的を

超えて利用してはならない。 

 

（個人情報の第三者提供の禁止） 

第８条 受注者は、委託業務の処理において取り扱う個人情報を第三者に提供してはならない。

ただし、第６条第１項のただし書に基づき、委託業務の履行を第三者に再委託し、又は請け負

わせるときは、この限りでない。 

 

（個人情報の不正な複製等の禁止） 

第９条 受注者は、委託業務の処理において取り扱う個人情報を当該処理の用以外の用に供する

目的で複写又は複製をしてはならない。 

 

（遵守状況の報告） 

第１０条 発注者は、必要があると認めるときは、この契約が求める個人情報の取扱いに係る遵

守状況の報告を受注者に求めること及び当該取扱いについて受注者に適切な措置をとるよう指

示することができる。 

２ 受注者は、前項の報告の求め又は指示があった場合は、速やかに応じなければならない。 

 

（立入調査等） 

第１１条 発注者は、受注者及び再委託先が委託業務を行うに当たり取り扱っている個人情報の

状況について、随時、受注者（委託業務の一部を再委託している場合は、当該再委託先を含む。

以下この条において同じ。）の事業所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査し、又は説明

若しくは資料の提出を求めることができる。 

２ 発注者は、この共通仕様書に係る受注者の個人情報の取扱いが不適当と認めるときは、必要

な指示を行うものとする。 

３ 受注者は、前２項の検査等を拒むことができないものとする。 

 

（提供した資料の返還） 

第１２条 受注者は、委託業務を処理するために委託者から貸与され、又は受注者が収集し、複

製し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、委託業務の遂行上使用しないことと
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なったとき又はこの契約が終了したとき若しくは解除されたときは、発注者の指示に従い、直

ちに委託者に返還し、若しくは引き渡し、若しくは消去し、又はその他の方法により処理する

ものとする。 

 

（事故の発生の報告義務） 

第１３条 受注者は、委託業務の処理において取り扱う個人情報の漏えい等の事故が発生したと

きは、直ちに発注者に報告し、発注者の指示に従わなければならない。この契約が終了し、又

は解除された後においても同様とする。 

 

（契約の解除及び損害の賠償） 

第１４条 発注者は、次のいずれかに該当するときは、この契約を解除し、又は受注者に対して

損害賠償の請求をすることができる。 

⑴ 委託業務を処理するために受注者が取り扱う個人情報について、受注者の責に帰すべき事

由による個人情報の漏えい等があったとき。 

 ⑵ 前号に掲げる場合のほか、この共通仕様書に違反し、委託業務の目的を達成することがで

きないと認められるとき。 

２ 前項第１号の個人情報の漏えい等に伴う損害賠償その他の一切の責任は、個人情報の漏えい

等が、受注者が再委託等をし、当該再委託等先において発生した場合であっても、受注者が負

うものとする。 
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個人情報の取扱いに係る安全管理措置状況申出書 

 

（提出日）     年  月  日 

（申出者） 

 

個人情報保護法に基づく安全管理措置について、下記のとおり申し出ます。 
 

記 
 

《個人情報の取扱い状況及び確認事項》 

 

１ 個人情報の取扱いに関する基本方針、規程及び取扱手順の策定  必須 

貴社の策定した個人情報の取扱いに関する基本方針、規程及び取扱手順等を御記

入ください。併せて、当該規程を御提出ください。 
 

                                        

 

                                        

 

                                        

 

２ 組織的安全管理措置 

(1) 個人情報の取扱いに関する総括管理者及び管理責任者の設置  必須 

個人情報の取扱いに関する総括管理者及び管理責任者を記載した書類を御提出

ください。上記１により提出した基本方針等に記載がある場合は提出不要です。 

なお、付箋等で該当箇所を御教示願います。 

 

(2) 事件・事故における報告連絡体制  必須 

事件・事故における貴社の報告連絡体制が以下の項目の内容に合致しているか、

別添 
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のチェックで示してください。
 

□ 漏えい等事案の発生時に備え、従業員から責任ある立場の者に対する報告連

絡体制等を決め、従業員に周知している。 



３ 人的安全管理措置  必須 

貴社の従業員教育が以下の項目の内容に合致しているか、のチェックで示し

てください。 
 

□ 個人情報の適正な取扱いに関し、朝礼の際に定期的な注意喚起を行う、定期

的な研修を行うといった、従業員への啓発を実施している。 

 

４ 物理的安全管理措置 

(1) 管理区域の設定及び安全管理措置の実施  必須 

設定している管理区域について御記入ください。□欄は管理区域に当該装置を

設置している場合、のチェックで示してください。 
 

【管理区域の例】 

・サーバ等の重要な情報システムを管理する区域  ・個人情報を保管する区域 

・その他個人情報を取り扱う事務を実施する区域 

 

・管理区域の名称(1)                           

 

管理区域に設置している装置 

□  施 錠 装 置  □  警 報 装 置  □  監 視 装 置  □  そ の 他

（        ） 
 

持込可能な電子媒体及び機器                       

 

・管理区域の名称(2)                           

 

管理区域に設置している装置 

□  施 錠 装 置  □  警 報 装 置  □  監 視 装 置  □  そ の 他

（        ） 
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持込可能な電子媒体及び機器                       

 

・管理区域の名称(3)                           

 

管理区域に設置している装置 

□  施 錠 装 置  □  警 報 装 置  □  監 視 装 置  □  そ の 他

（        ） 
 

持込可能な電子媒体及び機器                      

 

(2) 機器の盗難を防止するための措置の実施  必須 

貴社の措置が以下の項目の内容に合致しているか、のチェックで示してくだ

さい。 
 

□ 個人情報を取り扱う機器、個人情報が記録された電子媒体又は個人情報が記

載された書類等を、施錠できるキャビネット・書庫等に保管している。 

 

□ 個人情報を取り扱う機器及び個人情報が記録された電子媒体にパスワードを

設定している。 

 

(3) 搬送時の漏えい等を防止するための措置の実施  必須 

貴社の措置が以下の項目の内容に合致しているか、のチェックで示してくだ

さい。 
 

□ 個人情報を搬送する場合は、管理責任者が個人情報の所在、搬送方法を把握

している。 

 

□ 個人情報が記録された電子媒体を持ち運ぶ場合、盗難、置き忘れ等に対応す

る措置として、暗号化又はパスワードを設定している。 

 

□ 個人情報が記録された書類等を持ち運ぶ場合、盗難、置き忘れ等に対応する

措置として、施錠した鞄に入れている。 
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(4) 個人情報を破棄するための措置の実施  必須 

貴社の措置が以下の項目の内容に合致しているか、のチェックで示してくだ

さい。 
 

□ 個人情報を破棄する場合は、個人情報が記録された電子媒体の物理的破壊、

個人情報が記録された書類の裁断等、復元不可能な方法で破棄している。 

 

□ 個人情報の破棄に当たっては、管理責任者が破棄の対象となる個人情報、破

棄の方法を事前に確認し、事後に復元不可能な方法で破棄されたことを確認し

ている。 
 

５ 技術的安全管理措置  必須 

 パソコン等の機器を使用して個人情報を取り扱う際に、貴社のセキュリティが各

項目の内容に合致しているか、のチェックで示してください。 
 

□ 個人情報を取り扱うことのできる機器及び当該機器を取り扱う従業員を明確

化している。 
 

□ 個人情報を取り扱う情報システムを使用する従業員が正当なアクセス権を有

する者であることを、識別したうえで、ユーザーアカウントの認証している。 
 

□ 情報システム及び機器にセキュリティ対策ソフトウェアを導入する等、外部

からの不正アクセスを防止する措置を講じている。 
 

□ メール等により個人情報を含むファイルを送信する場合、当該ファイルにパ

スワードを設定している。 

 

６ 外的環境の把握  

(1) 外国で設置されているサーバ等の利用  必須 

外国に設置されているサーバの利用や外国のクラウドサービスの利用を行って

いるか、のチェックで示してください。 

 

□ 外国で設置されているサーバ等の利用を行っていない。 
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□ 外国で設置されているサーバ等の利用を行っている。 

 

（行っている場合）貴社の当該国についての法令理解が以下の内容に合致してい

るか、のチェックで示してください。 
 

□ 当該国の個人情報保護に関する制度等を把握した上で、個人情報の安全管理

のために必要かつ適切な措置を講じている。 
 

当該国名（複数ある場合はすべて）                 

 

(2) 外国での個人情報の取扱い  必須 

外国での個人情報の取扱い（個人情報の入力、編集、分析、出力等の処理）を

行っているか、のチェックで示してください。 
 

□ 外国での個人情報の取扱いを行っていない。 

 

□ 外国での個人情報の取扱いを行っている。 

 

（行っている場合）当該国について、個人の権利利益を保護する上で我が国と同

等の水準にあると認められる個人情報の保護に関する制度を有している外国と

して個人情報保護委員会が定めるものであるか、のチェックで示してくださ

い。 
 

□ 個人情報保護委員会が定めるものである。 

 

□ 個人情報保護委員会が定めるものではない。 

 

（行っている場合）貴社の当該国についての法令理解が以下の内容に合致してい

るか、のチェックで示してください。 
 

□ 当該国の個人情報保護に関する制度等を把握した上で、個人情報の安全管理

のために必要かつ適切な措置を講じている。 
 

当該国名（複数ある場合はすべて）                 
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７ 委託先の監督  必須 

 個人情報を取り扱う事務の一部について、貴社から更に委託（再委託）を行う場

合、貴社の監督が以下の項目の内容に合致しているか、のチェックで示してくだ

さい。 
 

 □ 委託先に対し、以下の例示のような形で、必要かつ適切な監督を行っている。 
 

（例示） 

・ この申出書で定めている措置と同水準の措置が、委託先において確実に実

施されるか確認している。 

・ 委託契約書に、個人情報を安全に管理するために必要な対応として両社同

意した内容及び委託先での取り扱い状況を委託元が把握できる規定がある。 

・ 定期的に監査を行う等により、委託契約書に盛り込んだ内容が適切に実施

されているかを調査し、必要に応じ委託内容を見直している。 

 

８ セキュリティ関連の認証  任意 

情報セキュリティマネジメントシステム（以下「ＩＳＭＳ」という。）、プライバ

シーマーク等の認証等、貴社が取得しているセキュリティ関連の認証について御記

入ください。また、認証を受けたことが分かる書類の写しを御提出願います。 

 

取得しているセキュリティ関連の認証（ＩＳＭＳ・プライバシーマーク等） 
 

名称                                   
 

認証年月日           最終更新年月日              

 

名称                                   
 

認証年月日           最終更新年月日              

 

名称                                   
 

認証年月日           最終更新年月日              

 


